
さいたま市立小・中・特別支援学校空調設備 

整備・更新事業アドバイザリー業務 

要求水準書 
１ 業務名 
  さいたま市立小・中・特別支援学校空調設備整備・更新事業アドバイザリー業務 
 
２ 履行期間 
  契約締結日から令和１１年３月３１日まで 
 
３ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤六丁目４番４号 
 
４ 予算の上限額 

３７，８８４，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。） 
 
５ 業務の目的 
  本市では平成１９年から平成２０年にかけて、小・中・特別支援学校の普通教室及び管

理室等の空調の整備を行っており、今後５年以内に９割以上の学校が耐用年数の２０年

を超えて更新時期を迎える。 
  一方、小学校の体育館･特別教室･給食室、中学校の武道場･給食室及び特別支援学校の

体育館・給食室について、空調設備が未整備の箇所があり、昨今の気温上昇に伴い熱中症

リスクが上昇している。また体育館や武道場は避難所として指定されているが、空調設備

が整備されていないため、最低限の生活環境を提供することが難しい。 
  こうした状況下、令和４－５年度実施の「さいたま市立小中学校空調設備整備・更新事

業ＰＦＩ等導入可能性調査業務」及び令和７年度実施の「さいたま市立小中学校空調設備

整備・更新事業ＰＦＩ等導入可能性調査修正業務」において、民間事業者参入可能性が高

いことや、民間活用の詳細検討の結果として、定性評価・定量評価の双方において、ＰＦ

Ｉ手法による事業実施の優位性を確認したところである。 
  本業務支援委託は、上記小・中・特別支援学校空調設備整備・更新事業（以下「本事業」

という）の実施に際し、事業概要等の事前検討及び民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律（以下「ＰＦＩ法」という）に基づいて行う実施方針の作成か

ら民間事業者との契約締結までの検討・手続きに関する総合的な支援等、事業の円滑な推

進に向けたアドバイザリー業務を行うものである。  
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６ 業務内容 
以下に示す業務に加え、プロポーザル審査における提案内容を踏まえ優先交渉権者と

協議の上決定するものとする。 
⑴ 事業完了予定までの詳細スケジュール策定 
⑵ 実施方針及び要求水準書案の作成に当たっての前提条件整理 
ア 事業スキームの構築 
イ 法的な制約、必要な許認可の整理 

 ウ リスク抽出及び検討 
 エ 民間事業者の事業範囲の検討 
 オ 設計・施工・維持管理等に係る概算事業費の算出 
 カ その他必要な助言及び支援 
⑶ 実施方針の作成及び公表支援 
 ア 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」第５条に規定

される実施方針の作成及び公表の支援 
 イ 実施方針に関する質問回答支援 
 ウ 実施方針の修正及び公表資料作成支援 
⑷ 要求水準書案の作成及び公表支援 
 ア 要求水準書案の作成及びその公表の支援 

本事業に係る要求水準について、民間事業者の創意工夫、ノウハウ等を最大限に発

揮することができるような要求水準書案の作成及びその公表を支援する。 
イ 要求水準書案に関する質問回答支援 
ウ 個別対話への支援 

実施方針及び要求水準書案の公表後に、本市と民間事業者との間に齟齬が生じな

いよう、本事業に対する理解を深めることを目的とした個別対話を本市が実施する

と判断した場合に、その実施方法の検討と個別対話への同席などを行う。 
⑸ 特定事業の選定に係る支援 
 ア ＶＦＭの算定 
   特定事業の選定のために、実施方針に基づく ＶＦＭ及び定性的評価を行う。 
 イ 特定事業の評価・選定の支援 

新たに算出したＶＦＭを踏まえ、本事業を特定事業として選定する理由を整理し、

ＰＦＩ法第７条に基づく特定事業選定に関する公表案を作成するとともに、公表に

当たっての必要な支援を行う。 
⑹ 民間事業者の募集に係る支援 
 ア 要求水準書の作成 
 イ 入札説明書の作成 
 ウ 基本協定書案及び事業契約書案の作成（契約事項の検討含む） 
 エ 各種様式の作成 
 オ 落札者決定基準の作成 
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 カ 質問回答書の作成 
 キ 事業者説明会の開催補助 
 ク 現地見学会の開催補助 
ケ その他、民間事業者の募集に必要な助言及び支援 

⑺ 民間事業者の評価・選定、公表に係る支援 
 ア 提案書の整理及び審査資料（民間事業者提案概要書等）の作成 
 イ 事業者選定審査委員会の設置に係る委員選定等の支援 
 ウ 事業者選定審査委員会の運営支援 

議事録の作成、委員からの質疑への対応、提案書のプレゼンテーションにおける質

疑応答、審査講評案の作成等、審査委員会の運営について支援する。 
エ 審査結果の公表に係る関係資料作成 
オ その他、民間事業者の評価、選定、公表に必要な助言及び支援 

⑻ 基本協定、仮契約及び本契約の締結に係る業務 
 ア 事業契約に係る選定事業者との交渉 
 イ 基本協定書、仮契約書、本契約書の作成支援 
 ウ 本契約締結後の公表文書の作成 
 エ 選定事業者の提案に基づくＶＦＭの再検証 
 オ その他、基本協定、仮契約及び本契約締結に必要な助言及び支援 
⑼ 仮契約締結後における選定事業者との連絡・調整等に係る助言及び支援 
⑽ 委託者並びに民間事業者と打ち合わせ時の議事録の作成 
⑾ その他、本業務を実施する上で必要な調査・検討、支援及び資料作成等 
 

７ 成果物及び納期 
受託者は下記の成果物を提出するものとする。なお、委託者が求めた場合はその時点で

の報告書を作成すること。 
  提出方法は⑴~⑼については A4 版くるみ製本、3 部とする。 

成果物及び報告書の納期は別途、協議を行う。  
⑴ 業務報告書一式   
⑵ 実施方針及び要求水準書案  
⑶ ＶＦＭ検討報告書   
⑷ 民間事業者の募集に係る文書 
⑸ 民間事業者の選定に係る文書 
⑹ 契約関係書類（基本協定書、仮契約書、本契約書） 
⑺ 設計・施工・維持管理に対するモニタリング計画書  
⑻ 議事録 
⑼ その他、業務を進めるうえで必要な資料 
⑽ 上記⑴~⑼に係る電子データを収めた電子媒体一式 １部 

なお、電子媒体は CD-R または DVD-R にデータを保存したものを作成すること。作
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成データは、原則として MicrosoftOffice Word または Excel で作成し、職員が編集でき

るようにすること。 
また、成果物の管理及び権利の帰属は、すべて本市のものとし、本市が承諾した場合

を除き、成果品を公表してはならない。 
 

８ その他 
  業務の遂行に係る各種法令等を遵守するほか、「さいたま市契約規則」、「さいたま市業

務委託契約基準約款及び別記・情報セキュリティ特記事項」の規定を遵守することとする。 
  「仕様書」については、本要求水準書に従って受託者が作成し委託者へ提出した企画提

案書を基に、委託者と受託者の協議の上で作成する。 
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